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はじめに：本日、皆様へお伝えしたい内容

 風力発電は、世界で導入拡大が進む再生可能エネルギーのエース級の
電源であり、日本でも洋上風力発電を主力電源化の切り札に

 洋上風力発電は、世界では年間3兆円の市場規模、2025年には年間
10兆円規模の成長産業であり、今後は東アジアが中心になる見通し

 日本は、2020年10月にカーボンニュートラルを宣言、同12月に「洋上
風力産業ビジョン（第1次）」 を発表し、2030年までに10GW、2040
年までに30～45GWの案件形成と国内調達比率60%を目指す

 2030年までは年間4千～8千億円、2031年以降は年間1兆円程度が
日本国内に直接投資される見通しとの試算もあり、関連投資（港湾施
設・送電網整備・関連製品製造等）も含めるとその数倍となる見込み

 洋上風力発電は、開発計画～調査・設計～製造～輸送（水陸）～建
設～運転維持において多種多様な仕事があり、日本では経験ある海外
及び国内企業との提携・協力が本格化

 洋上風力発電の導入拡大は、新しい産業の創出など大きな経済波及効
果が期待でき、産業誘致による地域経済と雇用への貢献が可能
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＜参考＞世界のエネルギー動向：EUの電源構成
～2020年末時点、再エネ電源は化石燃料電源を上回る量に～

電源 発電電力量
(TWh)

シェア
(％)

前年度比
(％)

Fossil 化石燃料 1020 37 -10
Coal 石炭 365 13 -20
Gas ガス 544 20 -4
Other fossil その他の化石 111 4 -6

Nuclear 原子力 685 25 -10
Renewables 再生可能エネルギー 1054 38 8

Hydro 水力 352 13 8
Wind 風力 396 14 9
Solar 太陽光 144 5 15
Bioenergy バイオマス 155 6 -1
Other renewables その他の再生可能エネルギー 7 0 -1

Production 総発電量 2760 100 -4

EUの2020年の発電電力量は2760TWh
再エネは8%増の1054TWh
化石燃料は10％減の1020TWhとなった

EUの風力発電電力量は前年比9%増
石炭火力発電は前年度比20％減

「The European Power Sector in 2020 by Agora Energiewende/EMBER」 Data Attachemntより作成

EUでの石炭火力の発電電力量は2020年に
2015年の半分になった
これは目覚ましい成果で、年間約3億2000万
トンのCO2削減に相当するという

(参考：日本の2019年度の温室効果ガスの総排出量は12億1,300
万トン)

*環境省2020年12月発表速報値

出典:The European Power Sector in 2020 by Agora Energiewende/EMBER
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＜参考＞世界各国によるグリーンリカバリーの動向
～IEA Sustainable Recovery (2020)～

 グリーンリカバリーとは、COVID-19の影響で落ち込んでいる経済を、再生可能エ
ネルギーの導入促進を柱とする対策により、景気回復に繋げようとする取り組み

 国際エネルギー機関 IEAが2020年6月に発表したSustainable Recovery 
Plan（持続可能な復興計画）はその典型であり、概要は以下の通り

＊世界は今後3年間毎年1兆ドルの投資を
系統対策など再エネ導入策、省エネ対策
などの環境関連対策に投資することで、
下記の効果が見込まれる。

－ 世界のGDPが年平均1.1%増加
－ 年間900万人規模の雇用回復・雇用の

創出が見込まれる
－ 温室効果ガス（GHG）は、2019年をピークとした排出削減が可能

持続可能な経済
復興策がない場合

持続可能な経済
復興策がある場合

グリーンリカバリーを考慮した
エネルギーセクターにおける温室効果ガス排出量の変化予測

エネルギーセクターのGHG排出量

出所）IEA, “Sustainable Recovery”(Launch presentation for press), 
（2020年6月）にJWPAが一部加筆

4



洋上風力導入促進制度：再エネ海域利用法の概要①
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（出所）「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会 洋上風力促進ワーキンググループ」 「交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会」 合同会議
中間整理 （2019年4月 経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局）

【再エネ海域利用法における手続の概要】



洋上風力導入促進制度：再エネ海域利用法の概要②
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（出所）「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会 洋上風力促進ワーキンググループ」 「交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会」 合同会議
中間整理 （2019年4月 経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局）

【再エネ海域利用法における促進区域の指定プロセスと想定スケジュール】



洋上風力導入促進制度：再エネ海域利用法の概要③
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（出所）「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会 洋上風力促進ワーキンググループ」 「交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会」 合同会議
中間整理 （2019年4月 経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局）

【再エネ海域利用法に基づく公募による事業者選定の概要】



＜参考＞日本版セントラル方式の確立① / 担い手の検討
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（出所）総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会洋上風力
促進ワーキンググループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会 合同会議（第10回）（2022年1月14日開催）資料2



＜参考＞日本版セントラル方式の確立② / 実証事業
～洋上風力発電の地域一体的開発に向けた調査研究事業～
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（出所）総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会洋上風力
促進ワーキンググループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会 合同会議（第10回）（2022年1月14日開催）資料2



洋上風力官民協議会「洋上風力産業ビジョン（第１次）」
（出所：経済産業省ウェブページ 「洋上風力産業ビジョン（第１次）」（概要）より抜粋）
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洋上風力発電の意義
（出所：経済産業省ウェブページ 「洋上風力産業ビジョン（第１次）」（概要）より抜粋）
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 「意欲的で明確な中長期導入目標の設定」が好循環の呼び水に

市場形成
市場参加者の増加

コスト低減に伴う
さらなる市場拡大

競争環境の醸成

＜参考＞導入拡大につながる好循環の形成

 欧米技術の導入・
習熟度向上

 技術革新
 産業化の進展

意欲的且つ計画的・
継続的な中長期の
導入目標を設定
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 長期安定的な産業需要
 地域経済への波及
 雇用の創出

※ 洋上風力官民協議会では、国内・
地域振興、サプライチェーンの強靱化、
産業集積などの取組を官民一体と
なって推進



＜参考＞すそ野が広く持続性ある新産業「洋上風力発電産業」
（出所：経済産業省ウェブページ 「洋上風力産業ビジョン（第１次）」（概要）より抜粋）
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 コスト低減と国内産業育成を両立させ、導入目標を達成するためには、必要となる施策を適切な順序で、適時に実施し
ていくことが極めて重要。

 今後10年間で産業の基盤を形成、2030年以降早期に国際競争力を持つ国内産業を育成し、3つの目標（導入量
・コスト・国内調達比率）の実現を目指す。

洋上風力の主力電源化に向けた道筋
14

産業化・グローバル化フェーズ
2017年～現在

成熟化フェーズ
2010～2016年

洋上風力産業ビジョンの着実な実行

安定的な促進区域指定と入札制度の運用

グリッドパリティ・国際競争力の確立市場・産業の習熟化市場・産業の拡大

～2035年～2030年現状 ～2025年 ～2040年 ～2050年

基盤形成

洋上風力産業
ビジョンの策定
入札制度の
合理化
規制緩和・
制度合理化
系統マスター
プラン策定
港湾インフラ
整備計画策定

産業の習熟化

適時・効果的な制度改革、競争の活性化

市場構築フェーズ
2001～2009年

欧州の歩みとの比較※

累積
導入量

約0.1GW

時間軸・
フェーズ

約2GW

技術革新の進展

10GW

国内調達比率
60％

安全な電力供給

燃料費の削減

経済波及効果・
雇用創出効果

CO2削減

エネルギー自給率
の向上

3E+S

約13GW 約23GW

平均的な
LCOE

約25円
/kWh

約25円
/kWh

産業育成・インフラ開発・
サプライチェーン構築支援

約20円
/kWh ～10円

/kWh

市場の成長 競争の活性化
市場拡大

※ JWPA内部調査レポートに基づき作成

欧州は20年をかけ、
サプライチェーンを構築、

入札制度や産業ビジョン等
の施策を適時に実施し、

グリッドパリティを達成

カーボン
ニュートラル

発電原価
8～9円/kWh

導入量

必要
施策

入札制度
の導入

導入量
30～45GW



 日本の導入目標は、先進国との比較においても先進的な水準。本導入目標により、多くのプレーヤーが市場に参入し、コ
スト低減と国内産業育成への歩みが加速すると期待される。

 業界として、本導入目標の実現に尽力し、日本が目指す3E+S（安全性を前提に、エネルギー安定供給、経済効率性
、環境適合性を確保）に貢献するとともに、日本のグリーンリカバリーを洋上風力が主導することを目指す。

おわりに：洋上風力が果たすべき役割と展望
15

国・地域 洋上風力導入目標

日本

2030年までに10GW、
2040年までに30～45GW

英国
2030年までに40GW

ドイツ

2030年までに20GW、
2040年までに40GW

アメリカ
2030年までに22GW

韓国
2030年までに12GW

台湾
2035年までに15GW

エネルギー安全保障

気候変動対策

新たな成長戦略

洋上風力導入拡大の意義

日本の
グリーンリカバリー
を洋上風力が主導

出所）各国政府公表情報に基づき作成



＜参考＞日本風力発電協会（JWPA）について



日本風力発電協会（JWPA）の概要

 沿革
– 2001年12月17日：任意団体設立
– 2005年 7月 4日：有限責任中間法人設立
– 2009年 5月27日：一般社団法人へ移行
– 2010年 4月 1日：風力発電事業者懇話会と合併
– 2021年12月 ：創立20周年を迎える

 会員構成
– 風力発電に係る全ての業種４74社・団体（2021年12月末時点）

 風力発電事業者、風車メーカー、風車代理店、風車構成部品メーカー
 土木建築、電気工事、輸送建設、メンテナンス、コンサルタント
 ファイナンサー、保険、風力発電立地自治体（都道府県・市町村、公営企業）など

– 国内風力発電設備容量の約90％以上をJWPA会員がカバー
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JWPAのミッション・ビジョン・バリュー（1/2）

JWPAは、変化し続ける風力発電を取り巻く環境と時代へ適応するため、また、
主力電源として社会から信頼・支持され、持続可能な社会の実現へ貢献する
ため、2021年5月に新たなミッション、ビジョン及びバリュー（行動指針）を策定

 ミッション
『風力発電の普及・拡大を通じて、人々に安心で安定した暮らしを届け、
持続可能な社会の実現を目指す。』

 ビジョン
『脱炭素社会の実現に向け各界の知識、経験、総意を結集して、
風力発電の最大限の導入、運用をリードする。
風力発電を経済的に自立した主力電源にするとともに、
国際的にも競争力のある風力発電産業を構築することを目指す。』

– 2030年に向けて：
 洋上風力10GW 、陸上風力26GWの達成
 全国規模での系統一体運用の実現
 洋上風力関連産業の基盤形成
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 バリュー
『個社や個別の業界の短期的な利益に偏ることなく、長期的且つ国家的な
視野に立って、風力エネルギーの利活用に必要な施策、政策を、責任を
持って実行していく。
そのために、以下を行動指針とする。』

 優れた知見や経験を共有・結集し、風力エネルギー業界全体の健全な発展に努める。
 国際的視野に立ち、優れた手法や技術など世界のベストプラクティスを積極的に取り入れると

ともに、世界に誇ることができる日本の知見、技術、経験を海外に向けて積極的に発信する。
 常に時代を見据え、イノベーション（革新・変革）を志向し、困難な問題にも建設的な解決

策を提案することで、 社会的に意義ある新しい価値を生み出すことに努める。
 子供から大人まで、風力エネルギーに興味を持ち正しく理解して貰えるよう、積極的に幅広い

情報を発信し、 社会全般の信頼と支持の獲得に努める。
 地域の特性に配慮した風力エネルギーの丁寧な開発や安全を優先した設備運用を通じて、

地域の資源を最大限に活用し、 地域の経済・社会の発展に貢献する。

JWPAのミッション・ビジョン・バリュー（2/2）
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ご清聴ありがとうございました。
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